
◎道路交通法の一部を改正する法律 
（令和六年五月二四日法律第三四号）   

一、 提案理由（令和六年四月一〇日・衆議院内閣委員会） 

○松村国務大臣 ただいま議題となりました道路交通法の一部を改正する法律案及び自

動車の保管場所の確保等に関する法律の一部を改正する法律案につきまして、その提案

理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 まず、道路交通法の一部を改正する法律案につきまして御説明いたします。 

 この法律案は、最近における道路交通をめぐる情勢等に鑑み、自転車等の交通事故の

防止等のため、自転車の運転中における携帯電話使用等の禁止、自転車等の運転者によ

る一定の違反行為の反則行為への追加等の措置を講ずることをその内容としております。 

 以下、項目ごとにその概要を御説明いたします。 

 第一は、自転車等の交通事故防止のための規定の整備であります。 

 その一は、自動車等は、同一の方向に進行している自転車等の右側を通過する場合に

おいて、一定の場合を除き、当該自転車等との間に十分な間隔がないときは、その間隔

に応じた安全な速度で進行しなければならないこととするとともに、この場合において

は、当該自転車等は、できる限り道路の左側端に寄って通行しなければならないことと

するものであります。 

 その二は、自転車を運転する場合においては、当該自転車が停止しているときを除き、

携帯電話等を通話のために使用し、又は当該自転車に取り付けられ若しくは持ち込まれ

た画像表示用装置に表示された画像を注視してはならないこととするものであります。 

 その三は、自転車の酒気帯び運転及びこれを幇助する行為をした者に対する罰則を創

設するものであります。 

 その四は、自転車等の運転者のうち十六歳以上の者がした一定の違反行為を反則行為

とすることとするものであります。 

 第二は、その他の規定の整備であります。 

 その一は、運転の定義に関する規定を整備するものであります。 

 その二は、準中型自動車仮免許及び普通自動車仮免許の欠格事由を十七歳六か月に満

たない者に引き下げるとともに、準中型自動車免許及び普通自動車免許の運転免許試験

を受けることができる年齢を十七歳六か月に引き下げることとするものであります。 

 なお、この法律の施行日は、自転車の運転中における携帯電話使用等の禁止に関する

規定、自転車の酒気帯び運転等をした者に対する罰則規定及び運転の定義に関する規定

の整備については公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日、

その他の部分については公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定

める日としております。 

……………（略）…………… 

 以上が、道路交通法の一部を改正する法律案及び自動車の保管場所の確保等に関する



法律の一部を改正する法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同賜らんことをお願いいたします。 

二、 衆議院内閣委員長報告（令和六年四月一六日） 

○星野剛士君 ただいま議題となりました両案につきまして、内閣委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、道路交通法の一部を改正する法律案は、最近における道路交通をめぐる情勢等

に鑑み、自転車等の交通事故の防止等のため、自転車の運転中における携帯電話使用等

の禁止、自転車等の運転者による一定の違反行為の反則行為への追加等の措置を講ずる

ものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る四月九日本委員会に付託され、翌十日松村国家公安委員会委員長から趣

旨の説明を聴取しました。次いで、十二日に質疑を行い、質疑終局後、順次採決いたし

ましたところ、両案はいずれも全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しま

した。 

 なお、道路交通法の一部を改正する法律案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月一二日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について遺漏なき

を期すべきである。 

一 自転車への交通反則通告制度の適用に当たっては、通勤通学時間帯など自転車関連

事故の発生が多い時間帯において、悪質性や危険性の高い違反行為に対し重点的に指

導取締りを行うなど、真に事故抑止に資する対策を進めるとともに、恣意的な適用が

なされているとの疑念を抱かれないよう、反則行為及びその適用基準を明確化し、十

分な周知を行うこと。 

二 自転車の交通安全教育について、官民連携の強化を図るとともに民間事業者による

自転車交通安全教育の質の向上に向けた施策を着実に実施し、ライフステージに応じ

た交通安全教育の充実を図ること。 

三 自転車専用通行帯や自転車道の整備を計画的に進め、自転車の通行空間の確保に努

めること。また、道路脇の樹木の剪
せん

定や路上駐車の取締りの徹底など、自転車が道路

の左側端を安全で快適に走行できる環境を整備すること。 

四 ＡＩやセンサー等の最先端技術を活用した安全運転技術の開発を支援し交通安全対

策の更なる推進を図ること。 

五 デジタル技術を活用し、ＥＢＰＭに必要なデータ収集や調査を行い、より安全性の

高い交通政策を推進すること。 

六 狭隘
あい

道路において車両と自転車との間に十分な間隔を確保できない場合についても、

自転車の安全が確保できるよう必要な対策を検討すること。 



七 近年増加傾向にある自転車関連事故について、詳細な要因分析を行い、今後の対策

に生かすこと。 

三、 参議院内閣委員長報告（令和六年五月一七日） 

○阿達雅志君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、道路交通法の一部を改正する法律案は、自転車等の交通事故防止等のため、運

転中における携帯電話使用等の禁止、運転者の一定の違反行為を反則行為に追加する等

の措置を講じようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、自転車運転中の携帯電話使用

等を禁止する背景、自転車等に対する交通反則通告制度の運用の在り方、ペダル付きの

原動機付自転車の取扱い等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって

御承知願います。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 なお、道路交通法改正案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月一六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 自転車への交通反則通告制度の適用に当たっては、通勤通学時間帯など自転車関連

事故の発生が多い時間帯において、悪質性や危険性の高い違反行為に対し重点的に指

導取締りを行うなど、真に事故抑止に資する対策を進めるとともに、恣意的な適用が

なされているとの疑念を抱かれないよう、反則行為及びその適用基準を明確化し、十

分な周知を行うこと。 

二 自転車の交通違反者が運転免許証その他の身分証明書を携帯していない場合の本人

確認については、違反行為の悪質性や危険性などを考慮した上で、違反者のプライバ

シーを過度に侵害しない方法を工夫すること。 

三 自転車の交通安全教育について、官民連携の強化を図るとともに民間事業者による

自転車交通安全教育の質の向上に向けた施策を着実に実施し、ライフステージに応じ

た交通安全教育の充実を図ること。さらに、交通反則通告制度の対象とならない十六

歳未満の者に対する交通安全教育については、自転車運転者講習制度の在り方の検討

も含め、一層の充実を図ること。 

四 自転車専用通行帯や自転車道の整備を計画的に進め、自転車の通行空間の確保に努

めること。また、道路脇の樹木の剪
せん

定や路上駐車の取締りの徹底など、自転車が道路

の左側端を安全で快適に走行できる環境を整備すること。 

五 ＡＩやセンサー等の最先端技術を活用した安全運転技術の開発を支援し交通安全対



策の更なる推進を図ること。 

六 デジタル技術を活用し、ＥＢＰＭに必要なデータ収集や調査を行い、より安全性の

高い交通政策を推進すること。 

七 狭隘
あい

道路において車両と自転車との間に十分な間隔を確保できない場合についても、

自転車の安全が確保できるよう必要な対策を検討すること。 

八 近年増加傾向にある自転車関連事故について、詳細な要因分析を行い、今後の対策

に生かすこと。 

九 自転車関連事故発生時における乗車用ヘルメットの被害軽減効果が高いことに鑑み、

努力義務であるヘルメット着用について、一層の周知徹底を図るなど、着用率の向上

に努めること。 

十 自転車関連事故の抑制に向けた取組と併せて、被害者救済の観点から、自転車損害

賠償責任保険等への加入促進に係る取組を一層強化すること。 

  右決議する。 

 


